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アメリカ次期大統領トランプ氏の発言を受け、ＴＰＰ協定の対応を見

直し、継続した審議を求める意見書 

 

 

 政府は、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の採決を、国会を延長してまで

強行するという暴挙を行った。安倍首相はアメリカ・ニューヨークでの

トランプ次期大統領との会談や、ペルー・リマで開かれたアジア太平洋

経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議、ＴＰＰ参加１２カ国の首脳会議な

ど、一連の会合の中でもＴＰＰ発効へ固執している。 

アメリカ次期大統領のトランプ氏は、もともとＴＰＰが国内を「空洞

化」し、雇用などを破壊するとして反対し、就任すれば「離脱」すると

発言。米議会も年内批准に賛成しておらず、アメリカの批准頼みの安倍

首相の計画は破綻をしていることは明らかである。 

ＴＰＰは日本、アメリカなど１２カ国が参加をしており、日本と共に

アメリカが批准しなければ発効出来ない仕組みとなっている。大統領選

の結果を受け、日本以外の参加国では協定の対応を見直す動きが広がっ

ている。 

また、仮に発効される事になった場合での交渉においても、このまま

では下策になり、日本の農業だけでなく「食の安全」や医療、保険、雇

用など国民の暮らし全般に、より大きな懸念が生じる事につながる。 

加えて、多国籍大企業が投資先の国を訴えることが出来るＩＳＤＳ条

項など、国の主権そのものを破壊する危険がある。 

従って、ＴＰＰ協定を見直し、継続した審議を求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

平成２８年１２月１９日 

                           京都府向日市議会 


